
諮 問 事 項

新しい時代の都市計画はいかにあるべきか。

諮 問 の 趣 旨

「国際化、情報化、高齢化、人口減少等２１世紀の新しい潮流に対応した

都市再生のあり方はいかにあるべきか」について、平成１５年１２月２４日

付で社会資本整備審議会より答申が示され 「都市再生ビジョン」が策定さ、

れたところである。同ビジョンにおいては、政策の基本的な方向として、①

環境と共生した持続可能（サスティナブル）な都市の構築、②国際競争力の

高い世界都市・個性と活力あふれる地方都市の再生、③「良好な景観・緑」

と「地域文化」に恵まれた『都市美空間』の創造、④安全・安心な都市の構

築、⑤都市の将来像に向けた官民協働による都市の総合マネジメントの５項

目を掲げるとともに、今後のまちづくりを巡る課題とその対応として、１０

のアクションプランを示している。

その後、これらの課題については、平成１６年の都市再生特別措置法等の

「 」 、 「 」 、一部改正による まちづくり交付金 の創設 同年の 景観緑三法 の制定

本年の都市再生特別措置法等の一部改正等により、順次制度的な対応が図ら

れてきたところであるが、残された課題のうち以下の５点については、都市

計画の基本的なあり方に係る課題として、その具体的な制度化に向けて検討

を行う必要がある。

① 人口減少等に対応した新たな都市計画制度の基本的枠組み

② 中心市街地の再生を図るための、広域的な都市機能の規制誘導施策及び

中心市街地への都市機能の集積誘導施策

③ 持続可能な都市を構築するための都市・生活インフラの整備の推進方策

④ 安全で安心して暮らせるまちづくりの推進方策

⑤ 歴史的な風土を活用したまちづくり、地域づくりのあり方
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都市計画部会における今後の検討方向について（抜粋）

１．都市計画部会における検討内容

平成１３年７月５日に諮問させていただたいた「国際化、情報化、高

齢化、人口減少等２１世紀の新しい潮流に対応した都市再生のあり方は

いかにあるべきか」については、社会資本整備審議会より、平成１４年

２月７日に中間とりまとめをしていただき、平成１５年１２月２４日に

は 「都市再生ビジョン」として答申をいただいた。同ビジョンにおい、

ては、５つの政策の基本的な方向とともに、今後のまちづくりを巡る課

題とその対応として、１０のアクションプランを提示していただいた。

これらの課題については 「まちづくり交付金」制度の創設 「景観緑、 、

三法」の制定等により、順次制度的な対応が図られてきたところである

が、残された課題のうち、以下の５点について、新しい時代の都市計画

の基本的なあり方に係る課題として検討いただきたいと考えている。

① 人口減少等に対応した新たな都市計画制度の基本的枠組み

② 中心市街地の再生を図るための、広域的な都市機能の規制誘導施

策及び中心市街地への都市機能の集積誘導施策

③ 持続可能な都市を構築するための都市・生活インフラの整備の推

進方策

④ 安全で安心して暮らせるまちづくりの推進方策

⑤ 歴史的な風土を活用したまちづくり、地域づくりのあり方

⑤ 歴史的な風土を活用したまちづくり、地域づくりのあり方につ

いて

本年６月１日より全面施行した景観法の制定を契機として、良好な景

観形成に対する地域の取り組みが本格化する中で、地域固有の資源であ

る歴史的な風土の活用が求められている。

この点については、別途、平成１５年４月１４日に「大津市における

、 。」新たな古都指定など 今後の古都保存行政のあり方はいかにあるべきか

との諮問がなされ、今後 「古都保存行政の理念の全国展開」について、、

歴史的風土部会において小委員会を設置し、議論を行うこととされてい

る。

このため、都市計画部会においては、歴史的風土部会による検討の進

捗状況を踏まえ 「歴史的な風土を活用したまちづくり、地域づくりの、

あり方」について、都市計画制度のあり方の観点から検討を行う必要が

ある。


